	貿易商社


貿易商社の輸出額は、平成29年に引き続き、電子部品や自動車部品のアジア向け輸出が増加するなど、堅調に推移している。同様に輸入額も、昨年に続き増加傾向にある。為替相場は、29年は比較的安定していたが、30年に入り円高へと振れたことで、足元では一部の事業者の収益に影響が出ている。
業界の概要
貿易は、様々な主体によって行われるが、輸出入を手がける卸売業者は貿易商社と呼ばれる。経済産業省「企業活動基本調査」をみると、モノの輸出の割合が最も高い業種は製造業であるが、卸売業はそれに次いで高く、平成27年度において29.0％である。一方、モノの輸入では、卸売業が最も高い35.5％を占めている。

産業分類別に貿易商社の輸出入金額をみると、大きな割合を占めるのは、「鉄鋼製品」や「石油・鉱物」であるが、企業数では「電気機械器具」「産業機械器具」「化学製品」が多く、さらに輸入では「衣服・身の回り品」が多い（表１）。

貿易商社には、国内外において幅広い商品を取り扱うとともに、各種サービス事業や投資事業まで幅広く行う総合商社と、特定分野の商品の取引に特化した中堅・中小規模の専門商社がある。ここでは、主に後者について取り扱う。
業界団体としては、中小貿易業者又は貿易関係団体をもって構成する中小貿易業連盟が、東京、横浜、大阪、兵庫などにある。各地の連盟の全国組織としては、一般社団法人全国中小貿易業連盟があり、貿易に関する情報の発信やセミナー等を実施している。
輸出入ともに横ばいながら、直近で輸出はやや減少
経済産業省「商業動態統計」によると、全国の卸売業による輸出入はともに、平成27年から28年半ばにかけて減少傾向にあったが、それ以降増加に転じた。特に29年７～９月期以降は、対前年比で３割超の増加となり、輸出入額はともに２年前の水準に戻っている（表２）。　
また製造業など全業種の貿易を集計する財務省「貿易統計」では、28年、29年に為替変動等の影響を受けて、輸出入ともに金額が変化しているが、数量ベースでは金額ほどの変化はみられず安定している。30年に入っても、２月の輸出額の伸びが、春節がずれた影響で鈍化するなどやや減速気味であるものの、輸出入ともに増加基調を保っている（図１、図２）。
アジア向け輸出は拡大
直近の輸出増の減速については、為替だけでなく、米国の貿易保護主義が背景にあるとの見方もある。
府内企業で自動車部品を輸出する事業者では、米国向けは今後も不安要素を抱えていると指摘する。しかしその一方で、アジア向け輸出は増加しており、今後の見通しも明るいという。また電子部品を扱う商社は、半導体を中心にアジア向け輸出は多少の増減はあるとはいえ、増加傾向にあり、今後も需要は底堅い様子である。但し、アジア需要が必ずしも輸出増加に貢献するわけではない。従来は、日本からの輸出していた物も、中国から東南アジア向けに輸出するなどOut-Out型の取引が増えている。これはグローバル化の進展に伴う各産業での経営現地化の影響と考えられる。アジアなど世界的には需要は増加しており、事業者は海外子会社においてOut-Out型取引に対応することで、企業グループ全体での売上は増加するが、この場合、日本からの輸出額は減少するケースも出てくる。
国内市場は横ばい
輸入については、国内景気に若干の頼りなさもあるものの改善傾向にあることから、全体としては底堅い動きになっている。しかし府内の繊維商社では、販売先の国内アパレルの売上が伸び悩んでおり、事業の先行きは必ずしも明るくないと指摘する。一方、別の繊維商社では、アジアなど現地アパレルの開拓に乗り出し、数年連続して２桁の伸びを実現するなど、国内市場から、アジア需要を目指した輸出にシフトする動きもみられた。　
システム投資に積極的な事業者が多い
貿易商社における設備投資では、多種多様な商品を管理するシステム投資が重要となる。聞き取り調査では、各社とも自社のビジネスモデルに対応した独自のシステムを開発し、適時更新している。電子部品などサプライチェーンにおける在庫調整機能が期待される分野では、特に効率化のための倉庫やシステムへの投資が重視されているが、近年の景気回復に伴い国内での倉庫獲得が難しくなっているとの声もあった。また将来的な課題としてはIoTの導入が必要との声も多く聞けた。
雇用では人材不足感が強まっている
人材について聞き取り調査をした企業では、分野に関係なく各事業者とも不足感が強まっている。募集に対し、応募は一定数確保できているものの、採用数は予定をやや下回る事業者が多い。また電子部品を扱う事業者では、大卒理系人材を採用することが、年々難しくなっているという。このように、現状では、人材の質、量ともに想定を下回っている様子であった。

今後の見通し

29年は比較的、為替の変動幅は小さかったものの、30年に入り、円高に振れ始めている。その要因の1つである米国の貿易保護はさらに強まっていく可能性があるとみられている。また米中などの国際関係は今後も複雑な動きをとると予測されるため、それに応じて為替変動も激しくなるとみる事業者も多い。為替の影響は企業収益に直結するため、為替予約や為替変動に伴う価格調整を契約に織り込むなど、各社ともリスクヘッジには余念がないが、サプライチェーンにおいて貿易商社が、為替変動を吸収する役割を期待されるなど、価格転嫁できないケースもあり、為替リスクへの認識は、これまで以上に強まっている。
その一方で、増加傾向にある自動車や電子部品などのアジア市場は、今後も拡大する見込みであり、また繊維などこれまで輸入中心であった分野でも新規参入の可能性があるなど、アジア向け輸出には今後も大きな期待が寄せられている。

　　　　　　　（越村　惣次郎）
※前回の調査時期は、平成26年10～12月期

	表１　卸売業におけるモノの輸出入企業数･輸出入額
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(同期)比

平成

25

年

231,063 7.9 153,631 0.0

　　

26

年

236,936 2.5 155,758 1.4

　　

27

年

221,726 -6.4 143,350 -8.0

　　

28

年

183,307 -17.3 122,540 -14.5

　　

29

年

223,719 22.0 145,199 18.5

29

年

1

～

3

月

51,093 13.0 31,510 0.3

4

～

6

月

48,786 9.2 32,040 9.9

7

～

9

月

61,143 33.3 39,124 32.8

10

～

12

月

62,698 32.0 42,525 30.9

商品輸出額 輸入品の国内販売額
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企業数 輸出額 企業数 輸入額

卸売業合計

1,673 17,113,725 2,049 15,859,547

繊維品

31 83,588 32 154,743

衣服・身の回り品

98 159,545 205 1,094,596

農畜産物・水産物

67 774,219 102 1,233,276

食料・飲料

79 178,643 120 761,447

建築材料

44 73,668 89 266,694

化学製品

184 1,366,321 178 940,772

石油・鉱物

29 3,106,317 32 4,333,758

鉄鋼製品

95 3,751,692 78 631,876

非鉄金属

52 1,489,354 49 1,014,213

再生資源

22 61,018 15 40,467

産業機械器具

216 1,659,153 198 660,380

自動車

63 766,873 59 739,421

電気機械器具

226 1,463,321 265 1,915,074

その他の機械器具

120 644,397 173 814,247

家具・建具・じゅう器等

33 9,226 74 97,558

医薬品・化粧品等

71 330,348 64 397,031

紙、紙製品

30 146,998 42 168,653

その他

213 1,049,044 274 595,341

モノの輸出 モノの輸入

（全国、平成27年度）

資料：経済産業省『平成28年企業活動基本調査』

(注)従業者50人以上かつ資本金又は出資金3,000万円以上の会社。
	図１　輸出と為替レートの推移（全国）
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資料：財務省『貿易統計』、日本銀行『時系列統計』
（注）金額指数、数量指数（2010年＝100）は、対前年同月増加率。為替レートは、東京インターバンク相場、ドル・円、スポット、中心相場、月中平均。

	表２　大規模卸売店の輸出入額の推移（全国）


資料：経済産業省『商業動態統計』

(注)調査対象は、従業者100人以上の各種商品卸売事業所
及び従業者200人以上の卸売事業所で、経済産業大臣が指定する事業所。増加率は、対前年（同期）増加率。
	図２　輸入と為替レートの推移（全国）



資料：図1と同じ。


業種別景気動向調査　平成30年（2018）年１～３月期
大阪産業経済リサーチセンター

